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日本郵便におけるデータ利活用の取組み
日本郵便におけるデータ利活用に関する直近の取組みとして主なものは以下のとおり。

① 郵便番号データ等の利便性向上、更なる活用可能性の検討
⇒ 郵便番号データ利活用の観点から、2023年6月更新より新たな形式（1レコード1行、

UTF-8形式）でのデータを追加公表。これまでに多くのポジティブな反響をいただいている。
また、10月より差出・受取の利便性向上を目的に新たに「郵便局アプリ」をリリース。
同アプリの中でポスト位置情報も提供予定。今後も関係者のアドバイスをいただきながら、
引き続きデータ整備に関する残課題への対応を進め、利便性の向上に向けて取り組むとともに、
②の事例等の更なる活用可能性についても検討を進める。

② 不動産ID構築の取組みへの参画
⇒ 国土交通省が主催する「不動産IDに関する官民協議会」に日本郵便としても参画。

データ整備側、ユーザー側双方の視点から、参画の可能性を検討。

③ ドライブレコーダー等を通じて収集した画像データの利活用に関する取組み
⇒ 総務省における「郵便局等の公的地域基盤連携推進事業」の一環として、

総務省・自治体のご協力をいただきながら、今年度中に実証事業を実施予定。
実施自治体の選定後、諸外国での研究成果をもとに、収集した画像データを解析し、
自治体における道路点検に活用できないかを検証。

【参考】 他企業との連携事例
⇒ ヤマトグループとの協業、「ぽすちょこ便」の取扱い開始
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【参考】不動産ID官民連携協議会資料より ①

※国交省公表資料より
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【参考】ヤマトグループとの協業について

 ヤマトGと日本郵政Gの経営資源を有効活用することで、顧客の利便性向上に資する輸送サー
ビスの構築と事業成長を図る。（ネコポス（→クロネコゆうパケットに改名）、クロネコDM便（→クロネコゆうメールに改名）を

日本郵便が配達）

 2023年6月に両グループが合意、クロネコゆうパケットのSTEP１の移行を10月2日に
開始。

 

          

２）クロネコゆうメールのオペレーションイメージ図

１）クロネコゆうパケットのオペレーションイメージ図

※クロネコゆうパケットの移行は、全量を5段階に分けて移行
リハーサルの実施等により、入念な準備を実施

左からヤマトホールディングス・長尾社長、日本郵政・増田社長、日本郵便・衣川社長
（2023年6月19日発表当時）
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